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【目的】
地域の小・中・高等学校（以下地域校とする）における医
療的ケア実施体制が看護師の役割遂行に及ぼす影響を明
らかにする。
【方法】
全国の医療的ケア児が在籍する地域校で教育委員会が直
接雇用している看護師を対象に、無記名自記式質問紙調
査を行い、結果を統計学的に分析した。なお、本研究はA
大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【結果】
全国の79自治体から協力が得られ、有効回答票数（率）
は267人（59.1％）であった。文部科学省の「学校における
医療的ケアの今後の対応について」で示された看護師の
役割分担例の項目について役割遂行状況を尋ね主成分分
析を行い、第1主成分を「役割遂行状況総合得点」とし、
校内の医療的ケア実施体制・自治体の支援体制の項目と
比較を行った。校内体制の「緊急時マニュアルの有無」
（ｐ＜.001)、「医療的ケアに関する会議の有無」（ｐ＜
.01)、「医療的ケアに関するコーディネータの有無」、「校内
の職員への医療的ケアに関する研修の有無」（ｐ＜.05)に
おいて、また、自治体の支援体制の「医療的ケアに関する
ガイドラインの有無」（ｐ＜.001）、「看護師連絡会の有無」
（ｐ＜.01）、「医療的ケア連絡協議会の有無」（ｐ＜.05）
において、「あり」の方が「なし（わからない含む）」よりも、
「役割遂行総合状況得点」が有意に高かった。さらに、校
内の「緊急時の対応・役割分担」(ｒ＝0.403,ｐ＜.01)、「管
理職のリーダーシップ」(ｒ＝0.370,ｐ＜.01) 、「教員とコミュ
ニケーションをとる時間」(ｒ=0.242,ｐ＜.05)、「医療的ケ
ア児に関する情報共有」(ｒ=0.241,ｐ＜.05)、「教諭の協
力」(ｒ=0.209,ｐ＜.05)と「役割遂行状況総合得点」の間で
有意な正の相関を認めた。
【考察】
勤務校の医療的ケア実施体制においては「医療的ケアに
関する会議」の設置、「緊急時マニュアル」や「緊急時の
対応・役割分担の周知」等の緊急時の対応に関する整備、
「管理職のリーダーシップ」が発揮されることが看護師
の役割遂行を高めることが示唆された。また、自治体の
医療的ケア支援体制では、「医療的ケアに関するガイド
ライン」の作成、「医療的ケア連絡協議会」および「看護
師連絡会」の設置が看護師の役割遂行を高めることが
示唆された。
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【目的】
本研究では、地域の小・中・高等学校(以下、地域校とする
)における医療的ケアの実施体制の実態を明らかにする。
【方法】
全国の医療的ケア児が在籍する地域校で教育委員会が
直接雇用している看護師を対象に、無記名自記式質問紙
調査を行い、結果を統計学的に分析した。なお、本研究
はA大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【結果】
全国の79自治体から協力が得られ、有効回答票数（率）
は267人（59.1％）であった。勤務校の1日に勤務している
看護師数の平均は1.7±1.2人、1人勤務の看護師は 59.1％
で、欠勤時への対応がない看護師は23.9％であった。雇
用名称・役割は「看護師」以外の回答を含んでいたのが
47.2％で、約半数が支援員等の役割を兼務していた。勤
務形態は、「地域校固定勤務」の看護師が82.4％、「特別
支援学校からの応援派遣」が6.4％、「巡回・複数校勤
務」が11.2％であった。勤務校における医療的ケアに関す
る会議の設置は49.2％、個別マニュアルは69.1％、緊急時
マニュアルは74.8％で作成され、看護師の相談相手の1位
は「勤務校の看護師」であった。一方、自治体の医療的ケ
ア支援体制については、医療的ケアに関するガイドライン
の作成は40.9％、医療的ケア連絡協議会の設置は36.7％、
指導医の指名は23.5％、看護師連絡会の開催は39.5％、
看護師の相談窓口の設置は30.6％であった。
【考察】
地域校の看護師は、1人で勤務している看護師が約6割
で、約半数が看護師以外の役割を兼務し、約1/4の看護
師には欠勤時の対応がなかった。医療的ケア児の教育
の保証面と看護師の緊急時対応や相談対手の不在等の
負担を考えると、日単位での交代制や近隣数校を複数の
看護師で担当する等、複数の看護師がその医療的ケア
児に関わる勤務形態が望ましいと考える。勤務校の医療
的ケア実施体制については、医療的ケアに関する会議の
設置が約半数、医療的ケア児の個別マニュアルや緊急
時マニュアルについても7割近くが作成されており、校内
体制を整えていこうとしていることがうかがえた。一方、
自治体の医療的ケア支援体制の整備は、十分とは言えな
い状況であり、地域によっては自治体単独で体制構築を
行っていくことが難しいことも予想され、広域な範囲で
のサポート体制が望まれる。
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【緒言】
在宅で生活する医療的ケア児（医ケア児）は本邦に約２万
人存在すると推計されており、災害時の要配慮者の中でも
最重度の災害弱者と考えられる。医療的ケアのない重症
心身障害児でも避難行動を取ることには困難を要する。
昨年度、日本小児神経学会を中心に「特別支援学校を子
どもたちのための福祉避難所にする要望書」がこども家
庭庁に提出された。一方で2023年に川崎らは特別支援学
校への災害の備えは限定的であることを報告しており各
学校の対策が急務である。当県では福祉避難所に制定さ
れた特別支援学校はなく、福祉避難所の多くが高齢者施
設である。その現状を踏まえて、特別支援学校での防災研
修を保護者、一部児童生徒、教職員向けに行なった。
【方法】
自助・共助・公助と福祉避難所についての総論を伝え、そ
の後に保護者と生徒は、鳥取県が作成した「医療的ケア
児のための災害対策ノート」を記載し、教員には特別支援
学校施設内の避難所開設のためのゾーニング指導を３時
間に渡り行なった。その後に感想を無記名の自由記載で
アンケート調査を行ない、内容を、KJ法を用いてコード化
した。
【結果】
参加者は48名でアンケート回収率は56％だった。保護者
の回答では、自助の困難さ（防災ノート記載、避難物品の
把握、避難行動）、福祉避難所の認知度（機能、場所）が
問題点として挙がった。児童・生徒の回答では、避難物品
の把握が問題点として挙がった。教職員においては、防災
研修の少なさ、行政機関の対応内容の把握、学校として
できる限界の設定、地域とのつながり、災害時マニュアル
の必要性が挙げられた。
【考察】
自助・共助を高めること、特に自助を高めることを一般市
民に指導することが多いが、医ケア児や重症児の場合は
自助や共助に視点を置くだけでは、災害対策に限界があ
り、公助として何ができ、何ができないのかを具体的に伝
え対応しなければならない。今後、福祉避難所と制定され
る可能性のある特別支援学校は、その他の施設よりも医
ケア児や重症児の対応に慣れてはいるが、学校機能の維
持・再開などのために学校としてできる限界があることを
念頭に置きつつ、行政機関と連携し、対策を進めていく必
要がある。
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【はじめに】
令和3年の「医療的ケア児及びその家族に対する支援に
関する法律」において、人工呼吸器が医療的ケアの定義
に包含されることが明記された。しかしながら人工呼吸器
管理に関しては、On the Job Trainingによる習得が主流
であり、特別支援学校においては深刻な看護師不足とな
っている。本研究の目的は、在宅人工呼吸器装着児（者）
に対する看護技術の一つである気管内吸引を訓練可能な
シミュレータの学習効果と適切な開講時期に関する調査
である。
【方法】
研究者らが共同開発した人工呼吸器訓練アプリ
（Simmar）とプロジェクションマッピングにより患者モデ
ルの表情変化を呈示する気管内吸引シミュレータ
（ESTE-SIM）を統合し、トレーニング環境を構築した。
A大学学部長の承諾を得て，救急看護コース4年次学生8
名を対象に、Simmar+ESTE-SIMを用いた人工呼吸器
装着中の気管内吸引トレーニングの体験後、アンケート調
査を実施した。成績に関与しないことを説明し、書面によ
る同意を得た。研究に先立ち、倫理審査委員会の承認を
得た（22-59)。
【結果・考察】
学習効果に関し、手軽に体験できる(3.25±0.66点)、リア
ルである(3 . 6 3±0 . 4 8点)、学習意欲向上効果がある
(3.75±0.43点)、所要時間は適切であった(3.63±0.48点)、
所要時間と学習のバランスが適切(3.63±0.48点)と高い評
価が得られ、自由記載欄には、表情や咳払いがリアルで，
実際に近い状況で演習が行えた (3名)と、表情やバイタル
サインなどの生体反応呈示機能に対し、肯定的な意見が
多く認められた。一方で、アラーム鳴動やチアノーゼなど異
常時の対処が難しかったという意見(3名)があった。開講
時期に関しては、3年次が適切(3.38±0.48点)と比較し、4
年次が適切とする点数(3.88±0.33点)が高く、4年次の学
習内容として適切と考える傾向が認められた。
【結論】
人工呼吸器装着中の気管内吸引をトレーニング可能なシ
ミュレータを構築し、4年次学生に対し学習効果と開講時
期に関するアンケートを実施した結果、学習効果に関し高
い評価が得られた。安全な人工呼吸器管理に必要な
Minimum Requirementの明確化と、詰め込みにならな
いカリキュラムの検討が今後の課題である。
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